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気になる児童・生徒に対する教師の評価と生徒指導効力感（ ）
―小学校・中学校教師への調査から―

石橋太加志（東京大学教育学部附属中等教育学校）

キーワード：生徒指導効力感，問題性評価，対処行動評価

問題と目的

中央教育審議会 「チームとしての学校の

在り方と今後の改善方策について 答申 」で「チ

ーム学校」という用語でまとめられている。すな

わち，学校が，複雑化・多様化した課題を解決し，

子どもに必要な資質・能力を育んでいくためには，

学校のマネジメントを強化し，組織として教育活

動に取り組む体制を創り上げるとともに，必要な

指導体制を整備することが必要である。その上で，

生徒指導や特別支援教育等を充実していくために，

学校や教師が心理や福祉等の専門スタッフ等と連

携・分担する体制を整備し，学校機能を強化して

いくことが重要であるとされている。この背景の

一つには， 年度で学校生活・学業不適応を

理由とする高校中退者数が 人 文部科学省

調査結果 にのぼることや， 年中学生

の長期欠席者 人の内，不登校理由は

人いること 文部科学省学校基本調査

など，教師が，学校で問題行動を起こす生

徒に対応することで，困難さを抱え，ストレスで

休職に追い込まれるなどの問題が生じている。一

方で中学生は，山口・水野・石隈 の研究の

中で，求める相談・援助対象として保護者や友達

を多くあげており，教師やスクールカウンセラー

などは相談・援助対象として選択されることが少

ないと指摘しており，教師の生徒指導力が問われ

ていると考えられる。しかしながら，児童・生徒

の問題行動における教師の内面の問題，資質が議

論されてくることはほとんどみられない。

本研究の目的は，気になる児童・生徒への見立て

評価 と生徒指導効力感との関連を検討すること

である。

方 法

調査対象者 公立小学校・中学校教師 名

質問紙の構成①問題の見立て：竹村 の問

題性評価尺度を使用した。この尺度は，影響性評

価，対処可能性評価の 因子， 項目からなる。「児

童・生徒との関わりにおいて問題が生じたときの

あなたの感情や考えをよく表すように，数字に○

をつけて下さい。」の教示文により，「全く違う」

点 ～「その通りだ」 点 の 件法で回答を求

めた。調査対象を考慮し，「気になる児童 生徒 」

については，竹村 の説明に生徒を加え，「授

業中や休み時間など，学級での活動の際に，集団

への参加や学習への取り組み，他の児童 生徒 と

の関わりなどに困難を示す児童 生徒 」との説明

を付した。②問題への対処：竹村 の対処行

動評価尺度を使用した。この尺度は，問題解決志

向，情動軽減志向，支援希求志向の 因子， 項

目からなる。問題性評価尺度と同様の教示文に，

「全く違う」 点 ～「その通りだ」 点 の

件法で回答を求めた。③生徒指導効力感：淵上・

西村 の教師の個人的自己効力感尺度のうち，

第 因子である「生徒指導への効力感」 項目を

使用した。「日頃の先生方の様子について質問しま

す。」との教示文により，「たいへんあてはまる」

点 ～「まったくあてはまらない」 点 まで

件法で回答を求めた。④援助資源の活用：田村・

石隈 が作成した被援助志向性尺度を使用し

た。この尺度は，援助の欲求と態度，援助関係に

対する抵抗感の低さの 因子である。「たいへんあ

てはまる」 点 ～「まったくあてはまらない」

点 まで 件法で回答を求めた。⑤教師への属

性：性別，学校種，教員勤務歴を聞いた。 手続

きと実施時期 実施時期は 年 月であった。

倫理上の配慮：本研究は東京大学倫理審査委員

会より承認を得た 承認番号 。

結 果

各因子の 変量の相関係数を に示す。

各因子間相関係数

＜ ， ＜

影響性評価と援助関係に対する抵抗感の低さは

他因子と有意な相関はみられなかった。対処可能

性評価は問題解決志向，生徒指導効力感に正の有

意な相関がみられた。援助の欲求と態度は問題解

決志向，支援希求志向に有意な正の相関，情動軽

減志向には有意な負の相関がみられた。
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キャンパス拡充による学部一貫教育の効果について
―キャンパス移動学部在籍学生の授業への取り組みの変化を中心として―

小澤貴史（拓殖大学）

キーワード：キャンパス移動，授業への取り組み，出欠席調査

問題と目的

東京都内・私立４年制Ａ大学は，平成２７年４

月より全学部同一キャンパスによる一貫教育が始

動した。以前は，定員数の少ない３学部について

は都内郊外で既に学部一貫教育を実践していたが，

多い２学部については２年間を他学部と共に学び，

残りの２年間を都心に移動し専門科目を中心に学

ぶ形態であった。一方は４年間一貫教育，他方は

キャンパス移動と一大学でありながらも学び方の

違いが大きな課題であった。その解決策として十

分な時間を費やし検討した結果，前述の施策とな

った訳だが，このキャンパス拡充・学部再編成が

与える教育的効果の一端について，授業への取り

組みの変化を中心として検証することを試みる。

方 法

Ａ大学では，３０年以上にわたり，必修語学に

対する出欠席状況の把握に努めてきた。その結果

に基づき面接や各種学生支援策を展開してきても

いる。本稿では学部一貫教育が始まった平成２７

年の前後４年間を抽出し，検討することとした。

調査対象者 全学部必修語学履修者の内，前述２

学部の１・２年生（3000 名程度）

調査方法 前期・後期共，必修語学担当教員（250
名程度）に，欠席回数が授業回数の 1/2 以上の学

生を抽出してもらうよう受講者名簿を付して依

頼・回答を得るという方法。

結 果

移転前４年間（平成 23～26 年度）の抽出率の平

均値は，前期調査では１年生 8.9％，２年生 18.9%，

後期調査では１年生 16.9%，２年生 27.0%であっ

たが，移転後４年間（平成 27～30 年度）のそれは，

前期調査１年生 3.7%（ -5.2％），２年生 11.9%
（-7.0％），後期調査１年生 7.0％（-9.9％），２年

生 12.3%（-14.7％）となった。平成２６年度と平

成２７年度の比較では，前期調査１年生 7.3%→

，２年生 → 。後期調査１年生

→ 。２年生 → と激減した。

この出席率改善の要因として，都心型キャンパ

スは最寄り駅に近く，自宅通学者が増加傾向にあ

ることも一因と推察する。

考 察

調査結果から，Ａ大学では初期教育に力を入れ

ていることもあり，多年にわたり初年次ゼミや必

修語学への出席の徹底を期した学生の授業への取

り組みに対する指導，各種調査及び面接，さらに

は学業不振学生の早期発見・早期対応に努めてき

ているが，他方，中途退学者については高止まり

の状況である。交通アクセスや施設が変化するこ

とによる教育効果は顕著であることが調査から明

確化されたが，移動年度の劇的変化とその後の微

増ながらも欠席状況の増加傾向から，今後の推移

を注視することと同時に，相乗効果が生じるよう

に更なる施策の構築が必要である。

Ａ大学全体を概観すれば，全学部一貫教育の実

行は以前の課題を解消したことになるが，他方，

方や都心，方や郊外という新たな物理的なストレ

スが生じたことも否定できない。教育効果，中途

退学者数，学生の満足度等，様々な要因が単独で

帰属しているのではなく，スペクトラムとして取

り扱われることが重要であることは言うに及ばな

いが，容易いことではないことがわかる。この点

について今後の研究に繋げたいと考える。

なお，キャンパス移転の効果に関わる研究の多

くが入学試験制度改革や新入生獲得との関係にお

いて論ぜられているものであり，教育効果の視点

による検証は，広汎性や多様性に基づく調査項目

を設けることにより，新たな研究成果として示せ

るものと思慮する。


